
将来の適正な医師数を予測するにあたって
‐経済的側面を中心に‐

• 経済の動向と医療費の将来見通し

• 医師数と医療費との関連

• 高齢化と地域の将来

• 結論めいたことを最初に述べると、経済予測は、長期に関し
ては正確に予測することがきわめて難しい。大切な点は、長
期的な見通しを立て、状況の変化に合わせて、それを柔軟
に変更する適応力である。



医療費をめぐる状況

• 現在政府では、「政府・与党社会保障改革検
討本部」がもうけられ、精力的原案が作成さ
れている。

• 医療費をめぐる状況も、ここでの原案がたた
き台になる。

• 議論は、２０１５年、２０２５年を見越して、その
財源をどのように確保するかが、重要な論点
である。



議論の概要―これまで―
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「社会保障国民会議」のシミュレーションを踏襲





この想定には、個人的には心配な要素が多い。

• 上記のシミュレーションは、経済成長率を２％程度と見
込んでいる。

• ここ２０年間の平均成長率は年率で０．９％

• もし最悪のシナリオを考え、GDPが全く増えないとす
れば、２０２５年の医療費約７０兆円はかなりの負担。
（GDP比１２％）

• もしこの場合、医療費がGDP比１０％にとどまり、約５０
兆円であるとすれば、単純な想定をして、医師の給与
は、今の約８０％程度となる。

• しかし論理的には、GDP２０％程度の医療費でも、この
国が壊れるとは限らない。→政治課題



図2

出所：内閣府「国民経済計算年報」



GDPと労働と企業の取り分
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資料：内閣府「国民経済計算」２０１０～２０１２の予測部分は日経センター予測を採用





経済見通しは大変難しい

• かなり悲観的になりがちだが、たとえば中国の経済発
展が、好影響の可能性も高い。

• 年率１％成長を想定し、医師数の伸びを現行通りとすれ
ば、平均の医師所得は約１０％減

• （ただし、勤務医と開業医の所得についての調整は行
わないという前提、また年齢要素も考慮しない。）

• かつて私は医師所得に関して、「国民の生活水準が下
がれば、それに応じた所得の減少はやむを得ない。」と
論じたことがあるが、下方への変化は、なかなか受け入
れがたいのが常である。











参考：介護費用の見込み
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